
 

 
 

 

 

令和７年度魚沼更生福祉会事業計画 

 

Ⅰ 魚沼更生福祉会 

 １ 基本計画 

   令和 6 年 4 月に施行された障害者総合支援法一部改正では、障害者等の地域生活の支援

体制の充実と就労ニーズに対する支援の強化がある。基本理念は「障害者の基本的人権が尊

重され、どこで働き暮らしどんな支援サービスを受けるか本人が決められるような選択肢

の充実」である。また障害福祉サービス等報酬改定では障害者が希望する地域生活を実現で

きる地域づくり、就労選択支援の創設、グループホームでの一人暮らし等希望者への支援が

明確化された。 

   施設・事業所は、利用者一人ひとりの希望やニーズに応じた福祉サービスの提供に努め、

利用者が地域の一員として社会生活や日常生活を送れるよう支援の充実に取り組む。 

   市町や相談支援事業所等と連携してサービス利用の促進、利用者が地域住民の一人とし

て自立した生活を送れるよう支援をする。 

   就労を希望する利用者には、魚沼市で唯一当法人が実施している就労移行支援と就労定

着支援により就労の実現と定着につなげる。 

   相談支援事業は、魚沼市障がい者基幹相談支援センターや地域生活支援拠点等との情報

連携を整え、コーディネート機能を担っていく。 

   令和 7年度は、第 3期中期経営計画の最終年となる。業務検討会議を開催し、令和 5年度

の中間進捗評価後の成果を最終評価して次期経営計画の策定を行う。 

   堀之内工芸、湯之谷工芸、ひろかみ工芸では、交通に不便さがある地域で生活する利用者

が福祉サービスを利用しやすくなるよう事業所間で連携した送迎ルートの見直しを行い、

利便性を高めたが、更に地域で自立した生活を充実させられるよう事業所が相互が連携し

て支援強化を図るとともに、利用者のニーズに対応したより良いサービス提供を図るため、

各事業所機能と役割を見直し、通所事業所の再編を検討する。 

   感染症対策では、新型コロナウイルス、インフルエンザをはじめとする感染症や食中毒等

の発生を未然に予防するために基本的な感染防止対策を継続する。 

   感染症対策指針により設置した感染対策委員会は、機動力を発揮して利用者の健康と安

心・安全を守る。 

 ２ 事業方針 

 （１）利用者の権利擁護の推進 

   利用者の人権を尊重し、利用者主体の福祉を推進する。 

   施設・事業所は、虐待防止委員会と身体拘束適正化委員会を併置した権利擁護委員会を開

催して虐待等の予防と早期発見に努める。各委員会の上部組織である権利擁護専門委員会

が中心となり、利用者の権利擁護を推進する。 

   研修委員会と連携し、権利擁護に関する研修を行い、職員の意識啓発を図る。職員は利用

者の意思を尊重した相談援助と支援を推進する。事業所は権利擁護を推進する実践を通し



 

 
 

て職場風土づくりを進める。 

 （２）通所事業所の生産活動と工賃向上 

   生産活動を通して工賃向上を図り、利用者が自立した日常生活と社会生活を営めるよう

努める。 

 （３）就労支援事業の取組 

   湯之谷工芸が実施する就労移行支援と就労定着支援は、対象利用者の減少傾向はあるが、

引き続き一般就労を希望する人の願いが実現するように個々の就労ニーズを把握し、能力

や適正を評価して就労アセスメントを活用した就労移行支援と就労後の定着支援に取組み、

魚沼市にある唯一の就労移行支援と就労定着支援の事業所としての役割を果たす。 

 （４）人材育成（専門性の向上と資格取得の促進） 

   研修委員会は、専門的な職能の他、サービス提供者として必要とする資質を向上させるた

めの多様な研修を企画実施する。 

   施設・事業所においても、研修係を中心に内部研修を実施する。外部研修に職員を積極的

に受講させて福祉職としての専門性の向上を図る。 

   有資格職員の配置や給付費に必要な資格要件が得られるサービス管理責任者や児童発達

支援管理責任者、相談支援専門員の人材育成は、戦略的に受講をすすめて資格取得を促進す

る。 

   また、事業所経験に応じて専門性の向上を図るよう計画的に進める。 

 （５）感染対策 

   感染症及び食中毒の予防、まん延防止のための感染対策指針により設置した感染対策委

員会を定期的に開催し、感染症の予防、まん延防止のための研修・訓練を実施し、感染時の

事業所間連携の協力体制強化を図る。 

   施設・事業所は感染時対応（シミュレーション）訓練を振り返り、対応策を更新する。 

   また、業務継続計画（ＢＣＰ)に基づき、感染時においても事業を中断することなくサー

ビスの質を確保し提供できるように努める。 

 （６）利用者のニーズに即した良質なサービスの提供 

   ア 利用者一人ひとりの障害特性や強み、仕事の適性など的確な状態像を把握し、個々の

ニーズに応じた効果的な支援に努める。利用者が希望する生活を実現できるように良

質なサービスを提供する。 

   イ 施設・事業所は、事業の目的に即した専門機能を発揮し、利用者の自立と社会参加を

促進する。 

   ウ 支援にあたっては、市町や基幹相談支援センター、相談支援事業所など関係機関との

密接な連携を図る。 

   エ 防災訓練と防犯訓練は定期的に実施し、利用者及び職員が命を守る行動をとり安全

な避難と安心できる生活を守る。 

   オ 施設・事業所は、業務継続計画（ＢＣＰ）に基づき、地震や豪雨水害等の自然災害が

発生した場合であっても、生産活動の中断を防いで必要とするサービスを継続して提

供できるよう努める。 

 



 

 
 

 （７）法人運営の強化 

   ア 経営組織のガバナンスの強化に努め、定款や現況報告書、役員報酬基準等を公開する

など透明性を確保し、地域社会から信頼される事業運営を進める。 

   イ ホームページ編集委員会を活性化し、ホームページを効果的に活用した戦略的な広

報活動を展開する。  

   ウ 研修委員会が主体となって多様な研修を実施し人材育成に取組む。 

   エ 感染対策委員会が主体となって利用者の健康と安全を守るため、感染予防、再発防止

策等の研修を実施する。 

 （８）法人サービス事業の充実・強化 

   ア 施設・事業所間の連携をさらに強化し、事業の活性化を図る。 

   イ 人的、財政的充実を背景に、業務運営の充実・強化を図る。 

   ウ 法人内の各種会議を活発にし、会議の成果をもとに新たな事業展開を進める。 

   エ 魚沼市の地域生活支援拠点等の支援体制に、施設・事業所がそれぞれの機能を活かし

た役割を果たし協力する。 

   オ 魚沼市障がい者基幹相談支援センターへの職員１名の出向を継続し、センター事業

及び地域の相談支援体制の強化に貢献する。 

   カ 公益的取組委員会は、施設・事業所の連携・協働により公益的取組を継続し、地域食

堂の実施について進める。 

 

Ⅱ 六 花 園 

 １ 基本方針 

   六花園と共同生活援助（以下、グループホームという。）は、利用者の日々の暮らしの場

である。新型コロナウイルスをはじめとする感染症や自然災害の発生に常時備え、利用者の

安全で安心した生活を支える。 

   利用者一人ひとりの人権を尊重し、個性や能力、生活ニーズに応じた適切な個別支援計画

を作成・実行し、利用者主体の支援を推進する。 

   六花園の生活支援は、週間日課に基づいたメリハリのある活動と各種行事や外出、外食な

どの日中の活動を充実させ、生活に潤いと豊かさ、生きがいや張り合いが持てるサービスを

提供する。 

   利用者の高齢化に対しては、加齢に応じた体調管理や健康状態の変化を把握し、介護時の

状態や心身機能の低下、各種の疾病には細心の注意を払う。必要により、迅速、的確に医療

機関を受診するなど重症化を防止しに努める。 

   グループホームでは、利用者の個別支援計画に基づき、自立した地域生活を継続できるよ

うに、サービス管理責任者を中心に生活支援員や世話人、夜間支援員がきめ細かな支援にあ

たるとともに、日中活動の場である就労企業や通所事業所等と連携を密に取りながら一日

を通して適切な支援に努める。 

   また、加齢による体力や身体機能の低下に応じて介護保険サービス事業所と連携し、介護

サービスを併用しながら地域での生活を支える。 

   施設・設備等の経年劣化に伴う改修工事を計画的に実施することとし、令和 7年度は六花



 

 
 

園構内の外構改修工事を実施する。 

 

 ２ 重点事項 

 （１） 六花園の生活介護と施設入所支援の充実 

   ア 日中活動と支援プログラムは、生活介護の目的に沿って、利用者の年齢や生活能力、

身体機能等に応じた日課を提供し、適切な支援に努める。 

   イ 日課には、介護予防の活動を組み入れ、体力維持と身体機能の保持を図る。 

   ウ 介護福祉の資格を有する生活支援員や看護師が講師となり園内研修を継続する。 

     職員の介護技術の向上による怪我予防や看護・医学の視点からの健康に関する知識

を習得させ、利用者の健康を守る。 

   エ 在宅者のニーズに応えられるよう、送迎サービスの利便性を向上させるなど利用し

やすい受け入れ体制を整え、障害の種別を問わない利用の拡大を図る。 

   オ 魚沼市の地域生活支援拠点等に、入所型施設としての機能を担い役割を果たす。 

   カ 緊急時の利用を迅速に行えるよう、短期入所（ショートステイ）の受入れ体制を常時

整える。 

 （２） グループホームの適正な運営の確保 

   ア サービス管理責任者、生活支援員、世話人、夜間支援員が支援情報を共有し有機的な

支援へ繋げるよう日々のミーティングや世話人・夜間支援員会議を定期的に開催する

など組織的な運営に努める。 

   イ 個別支援計画に基づいた支援に努め、職員間で情報を共有し、モニタリングを実施し

ながら安定した居住生活が営まれるよう支援する。 

   ウ 就労企業、通所事業所、市町担当部署、相談支援事業所、介護保険サービス事業所な

ど関係機関との連携を密にし、２４時間切れ目のない支援体制を堅持する。 

   エ 「やまのて」に併設した短期入所の受入れを積極的に行い、地域生活の継続を支援す

る。また、宿泊生活経験の機会や場を提供する。 

   オ 魚沼市の地域生活支援拠点等に協力し、障害のある人が地域生活を継続できるよう

支援する。 

   カ 地域自治会が開催する各種行事などに参加し、地域住民との交流を通して障害者へ

の理解を深めるとともに、地域の一員としての意識を醸成する。 

   キ 寮費、預かり金管理等会計処理の適正化を堅持する。 

 （３） 高齢及び健康不安を抱える利用者への対応 

   ア 医療機関との連携の確保、強化を図る。 

   イ 高齢利用者及び医療ニーズの高い利用者の心身状態の把握と健康管理に努める。 

   ウ 休日夜間等に緊急事案が発生した場合、迅速・適確に医療機関に連絡を取り、利用者

の命を最優先に対処する。 

   エ 病院退院時は、退院時カンファレンスで病後の支援対応について確認し、利用者の状

態像を把握する。利用者の受入れが円滑に行えるよう職員間で情報を共有する。必要に

応じ、医療ソーシャルワーカーとの相談や情報共有し支援を検討する。 

   オ 家族に適宜生活の様子や心身状態などを伝え、家族の理解と協力を得ながら適切な



 

 
 

支援に努める。 

 （４） 権利擁護の取組 

   ア 意思決定の支援を推進するため、個別支援計画等作成時は本人が決めることができ

るよう対応する。どう働きどこで暮らしどんな支援サービスを受けるか等、障害に配慮

した説明を行う支援をする。 

   イ 虐待防止委員会及び身体拘束適正化委員会を併置した権利擁護委員会を定期的に開

催し、安全に適切な支援が出来るよう努める。 

   ウ 苦情や要望等については、日々の生活場面や自治会（六花園）等で利用者が発言しや

すい環境を整える。苦情解決委員会を月１回開催して、利用者が安心して望む生活を営

めるよう努める。 

   エ リスクマネジメント、ヒヤリ・ハットについては、その都度検証を行い、職員へ周知

を図り、再発防止に務める。 

 （５） 安全対策の強化 

   ア 基本的な感染予防対策を継続し、利用者の感染防止に努める。 

   イ 六花園、グループホーム内外周辺及び移動時など施設外活動中の事故防止に努める。 

   ウ 施設・建物の危険箇所を随時点検で把握し、事故や火災などの未然防止に努める。 

   エ 六花園において、地域機関と住民が参加する総合防災訓練を年１回実施して災害時

における地域の協力体制と連携を確認する。 

   オ 六花園、グループホームは、月１回避難訓練を実施して避難行動が適切にとれる対処

能力を高め、災害時でも安全に避難できるようにする。 

   カ 六花園、グループホームは、水防法及び土砂災害防止法による避難確保計画に基づく

訓練を年 1回以上実施する。 

   キ 六花園厨房委託業者も参加して緊急時の炊き出し訓練を年１回実施する。 

   ク 不審者対応マニュアルに基づく訓練は、利用者が安心・安全な生活を送られるよう年

１回実施する。警察署の協力を得るなど、防犯対策を強化する。 

   ケ 無断外出した際の捜索訓練を年２回実施して、利用者の早期の安全確保と事故等の

未然防止に努める。 

   コ ＡＥＤ（自動体外式除細動器）を用いた救急蘇生法の講習を年１回実施して、いざと

いう時でも確実に操作し使用できるよう手順を習得して利用者の命を守る。 

 （６） 職員の資質向上 

   ア 倫理綱領を基本に、職員行動規範を徹底する。 

   イ 権利擁護委員会を適切に運営して権利擁護に対する意識を醸成する。 

   ウ 専門的知識や技術を習得し専門性を向上させるため、各種研修会に職員を積極的に

受講させ、復命研修を実施し職員全体に情報共有し現場での支援に活かす。 

   エ 高齢者介護の知識や技術等を習得する園内研修を実施する。職員の介護支援能力の

向上に努める。 

   オ 自主学習できる環境を整え、各種資格取得を奨励する。 

 （７） 地域貢献の取組 

   ア 学生の教育実習を積極的に受入れ、福祉人材の育成・啓発を図る。 



 

 
 

   イ ボランティアを積極的に受入れ、知的障害への理解と交流を促進する。 

   ウ 地域で行われる折々の行事に参加し、地域交流に努める。 

   エ グループホームは、立地する町内会との連携協力を確保する。 

 （８） 家族との連携と協働 

   ア 担当職員が利用者家族宅を訪問し、利用者の生活状況を伝えるとともに、家族との顔

の見える関係を構築する。 

   イ 六花園は、家族向け広報紙「ひろば」を随時発行し、利用者の様子や施設の状況を適

宜伝える。また、今日的な福祉の動向などの情報を提供する。 

   ウ 保護者間の親睦や懇親、研修など、家族会活動を支援する。 

 （９） 地域連携の推進 

   ア 令和 7 年度から新たに地域連携推進会議を設置して構成員との合同会議を開催する。 

①利用者と地域との関係づくり、②地域の人に施設等や利用者に関する理解を促進、 

③サービスの透明性・質の確保、④利用者の権利擁護を推進する。 

   イ 会議の構成員との情報共有・意見交換及び構成員による施設訪問を行い、職員や利

用者との関係づくりや事業所の環境や運営確認をして、より質の高い支援と地域との

連携を深める。 

 

Ⅲ か け は し 

 １ 基本方針 

   在宅の障害児者の地域生活を支援するため、サービス提供を中心とした支援体制を整備

し当該利用者の身体状況及び環境等に応じた障害福祉サービス等を、効果的かつ適正に、質

の高いホスピタリティと併せて提供することを基本方針とする。 

 

 ２ 重点目標 

 （１）相談支援事業の充実 

   ア 魚沼市障がい者基幹相談支援センターと委託相談支援事業の事業協力を行い、相談

支援体制の連携強化を図るとともに、魚沼市の相談支援体制の再構築に結びつける。 

   イ 魚沼市自立支援協議会の事務局として、地域の実情に応じた地域課題等について、専

門部会を活用し魚沼市及び関係機関等と連携、協議の機会を提供する。 

   ウ 計画相談支援・地域相談支援及び委託相談支援事業の実施により、利用者ニーズの把

握に努め、地域課題を抽出し協議会への提起を行う。 

   エ 魚沼市自立支援協議会を有効に機能させるため、円滑で効果的な事務局運営を行う。 

   オ 相談支援事業に携わる相談支援専門員の養成・確保を計画的に実施する。 

 （２）魚沼市個別避難計画の作成等の実施 

    魚沼市防災安全課の依頼により、魚沼市内に居住する要援護者等に対し、本人等の希望 

に基づき個別避難計画を作成し必要に応じ更新を行う。 

 

 （３）地域療育事業の実施 

    魚沼市委託事業である地域療育教室の指導について、相談支援事業と放課後等デイサ



 

 
 

ービスから専門職員を派遣し市内の療育支援の向上に努める。 

 （４）北部サテライト事業の実施と整備 

    北部地域を対象とした、相談対応や社会参加促進、地域交流の機会を設けサービスの向

上を図る。令和 8年度を目途に事業整備を完了させ次の展開に結びつける。 

 （５）障害特性に応じた専門性の高いサービスの提供 

   ア 行動障害の特性のある利用者の支援について、障害特性を十分理解し適切な支援や

環境調整により、利用者の行動範囲の拡大を図り充実した生活支援サービスを提供す

る。 

   イ 医療的なケアを必要とする利用児者のニーズに対応するため、支援関係機関との情

報共有や技術協力などの連携を図るとともに、医療的ケアに対応できる職員の養成に

努め、質の高いサービス提供を実施する。 

   ウ 重度の身体障害や加齢に伴う介護等を必要とする利用者に対し、行動・動作の見守り

や介助、口腔ケアや食事介助など基本的な介護の技術を強化・向上させ適切なサービス

提供を実施する。 

   エ 放課後等デイサービスは、療育・発達支援において定義された「5領域」全てを含め

た総合的な支援を提供する。 

 （６）地域交流・余暇活動支援の充実 

    地域活動支援センターは、利用対象者の個別ニーズに応じた余暇活動支援プログラム

の充実と提供を行いサービスの向上に努める。また、文化・スポーツ等の機会を活用し地

域交流の機会を設ける。 

 （７）福祉サービス第三者評価受審に向けた取組み 

    第三者評価受審ワーキングチームを設置し、計画的に自己評価の実施及び第三者評価

受審を進める。これにより事業運営における課題を把握しサービスの質の向上に結びつ

ける。 

 （８）職員の資質向上・障害特性に対応した支援のスキルアップ 

   ア 倫理綱領、職員行動規範及び法令遵守の徹底を図る。 

   イ 利用者の多様な障害特性に対応するため、研修計画を事業ごとに作成する。 

   ウ 各種研修会の受講は集合研修のほか、オンラインの活用等により積極的に行い、質の

高いサービスを提供するための専門的知識・技術を習得し職員間で共有する。 

   エ 各部署に研修担当を配置し行動障害及び介護技術の基礎の習得、ＯＪＴの整備を目

標に研修を実施する。 

   オ 自主研修により業務遂行に必要な資格取得を奨励する。 

 （９）障害児者の人権擁護に関する取組みの徹底 

    権利擁護委員会を開催し、虐待防止と身体拘束の適正化について、障害児者の権利擁護

の観点から一体的に取組み、専門職として必要な倫理と価値を備えた人材育成を図る。 

    職員を対象に、権利擁護に関する啓発活動と障害者差別解消法による合理的配慮に関

する意識の向上と実践的な取組みを実施する。 

 （10） 危機管理について 

   ア 事故報告書及びヒヤリ・ハット報告書、ひやりメモ等の原因を分析し、再発防止対策



 

 
 

の検討を行いサービス提供中の事故等の防止に努める。 

   イ 苦情・意見を提出しやすい環境づくりに努め、迅速に対応し業務の改善に結びつける。 

   ウ 感染症や非常災害の発生時に、障害福祉サービスを継続的に提供できる体制を構築

するため、業務継続計画に基づき、定期的に研修、訓練を実施し内容の見直しを行

う。 

   エ 法人の感染対策委員会の方針に基づき、研修及び訓練を実施する。また、必要に応

じ事業所内で感染対策の検討を行う。 

   オ 個人情報取扱規程に基づき、その保護の徹底に努める。 

   カ 設備、備品等は定期点検を実施し、安全管理に努める。 

   キ 福祉有償運送や送迎等の車両の運行に際し、アルコールチェック、運行前点検、置き

去り防止装置の設置と乗降車時の確認により、安全運転管理の徹底を図り、交通事故防

止や利用者の安心安全な移送に努める。 

 （11） 業務改善の取組み 

   ア 事業所課題の改善策を検討し対応可能なものから取組みを進め業務改善を図る。 

   イ 設備や備品の導入をはじめとする環境整備により、業務の合理化及び効率化を図る。 

 （12） 地域貢献の取組み 

   ア 「地域社会とのつながり」を軸とするリサイクル活動を継続実施する。 

   イ 実習生を積極的に受入れ、実習生受入れマニュアルに基づいた指導により、福祉人材

の育成に寄与する。 

   ウ 市内の教育機関等を対象に障害福祉の理解を深めるため体験型出前講座を実施する。 

   エ ＡＥＤ設置を公表し近隣地域に周知を図り緊急対応に貢献する。 

 

Ⅳ 堀之内工芸 

 １ 基本方針 

  就労継続支援Ｂ型については、目標であった平均月額工賃３万円を達成したが、受注先との

価格交渉を行うなど更なる平均工賃の向上に努める。 

  生活介護については、発達障害者への対応や介護技術習得のため、専門研修への参加や所内

研修を行い、職員の専門性を高めサービスの質の向上に努める。また、日中活動に新たに収益

性のある作業を加え、利用者のニーズにあった日中活動を行う。 

  施設整備については、本体施設の空調設備（高効率灯油エアコン）に不具合が生じており、

施設内環境の改善を図るため空調設備改修工事を実施する。 

 

 ２ 重点目標 

 （１）就労継続支援Ｂ型 

   ア 作業の効率化及び生産性を上げることにより、工賃の向上を目指す。 

   イ 作業の安定化と継続に努め、利用者の育成と環境調整を行う。 

   ウ 就労の場開拓は関係機関とも連携し、就労機会の実現に向けた支援を行う。 

   エ 取引企業に対し、受注価格の交渉を適宜行い工賃向上に繋げる。 

   オ 利益向上のため、経費削減に努める。 



 

 
 

   カ 利用率の向上を図る。 

   キ アセスメントや積極的な関りを通じて一般就労への支援をできるよう取り組む。 

（２）生活介護 

   ア 障害特性に配慮し、安全性が確保されるよう支援体制の充実や支援における共通認

識を持ち、定期的に障害課題における勉強会を行う。 

   イ 年齢や行動・障害特性を踏まえ、新規利用者の確保に努める。 

   ウ 創作活動を積極的に取入れ、作品の発信・認知・やりがいの向上に繋げる。 

   エ ニーズに合った作業を検討する。 

   オ 利用率の向上を図る。 

(３）生活支援 

   ア 家庭や関係機関と連携を図り、利用者の意向に沿ったサービスが提供できるよう努

める。 

   イ 定期検診による疾病等の早期発見及び感染症の予防に万全を期す。 

   ウ 介護浴槽は地域にとって大きな地域資源のため活用方法を検討する。 

（４）地域福祉の推進 

   ア 地域の関係機関と連携し教育実習や職場体験学習の学生・生徒等を積極的に受け入

れ、障害に対する理解を深めてもらう。 

   イ 地域資源の活用や施設設備の地域への提供を図り加えて防災訓練など地域交流に努

める。 

 （５）サービスの質の向上 

   ア 精神障害・高齢者の対応スキルの習得と学習会（自閉・行動障害・視覚障害者への対

応等）を実施する。 

   イ 業務内容の明確化と標準化に努め、支援の共通認識を図る。 

   ウ サービスの自己評価を行ない、支援の向上に結びつける。 

   エ 専門的な研修参加や資格取得を促し支援技能を高め質の高いサービスを提供する。 

オ 虐待防止委員会及び身体拘束適正化委員会を併置した権利擁護委員会を定期的に開

催し、安全に適切な支援が出来るよう努める。 

 （６）危機管理について 

   ア 事故報告、ヒヤリ・ハット等の報告書による原因分析を行い、再発防止に努める。 

   イ 苦情・意見の出しやすい環境づくりに努め、迅速かつ誠実に対応し業務の改善に結び

つける。 

   ウ 感染症や非常災害が発生時において、障害福祉サービスを継続的に提供できる体制

を構築するため、業務継続計画を必要に応じて見直す。 

   エ 法人の感染対策委員会の方針に基づき、研修及び訓練を実施する。また、必要に応

じ事業所内で感染対策の検討を行う。 

   オ 個人情報取扱規程に基づき、その保護の徹底に努める。 

   カ 設備、備品等は定期点検を実施し、安全管理に努める。 

（７）家族会 

   ア 施設運営への参画を促し、事業所と家族会との相互関係の活性化を図る。 



 

 
 

   イ 三工芸家族会研修等の機会を設け、福祉の動向等の理解を深めてもらう。 

      

Ⅴ 湯之谷工芸 

 １ 基本方針 

   就労移行支援では、個々の障害特性を考慮しながら様々な仕事や作業場所（環境）を設け、

就労に活かせる力を引きだしていく。また、関係機関と連携し、企業への働きかけと利用者

への情報提供を行う。 

   就労継続支援Ｂ型の受託作業については、企業との信頼関係を維持し、一年を通して安定

した作業量の確保を図る。また、利用者が農業分野を通じ社会参画できるよう農福連携にも

取組んで行く。 

   食品事業については、利用者の満足度を上げるためにメニューの見直しや職員の技術向

上を目指す。 

   就労定着支援では、就労先を定期的に訪問し、利用者、職場担当者と面談を行う等により

職場定着を図る。 

   利用者支援については、統一した支援を行うため、ＯＪＴにより職員のスキルアップを図

る。 

   環境整備については、以前より計画立案を進めていた内部改修工事を実施する。 

 ２ 重点目標 

 （１） 就労移行支援 

   ア 生産活動を通じて、一般就労に向けての訓練の場として支援を行うとともに、受入れ

企業の開拓をしていく。 

   イ 地域の障害者が、就労に向けて訓練の場として利用できるように、関係機関との連携

を図り、就労移行支援を継続していく。 

 （２） 就労継続支援Ｂ型 

   ア 受託作業の継続的安定化を図るとともに、地域から依頼された季節労働にも取り組

み、利用者の社会参加を進める。 

   イ 生産活動を通じ、利用者個々の特性に合わせた作業提供を行い、働くことへの意識付

けを図る。 

 （３） 就労定着支援 

   ア 一般就労後、職場定着に繋がるよう利用者との面談を通して、生活面、精神面等の課

題把握に努めるとともに、企業や関係機関との連携を図り、課題解決に必要な支援を行

う。 

 （４） 生活支援 

   ア 家族や関係機関との連携を図り、利用者にとってより良いサービスの提供ができるよ

うに努めていく。 

   イ 嘱託医や家族との連携を密にして利用者の健康管理に努める。 

 （５） 地域福祉の推進 

  ア ボランティアや実習生の受入れを行い、地域との交流を深めていく。 

   イ 特別支援学校からの実習生を通して、将来的な利用に繋がるよう働きかける。 



 

 
 

 （６） サービスの質の向上  

   ア 利用者、家族の希望に添った支援ができるよう職員全体で検討し、共通した支援の徹

底を目指す。 

   イ 職員自身が自己評価を行い、より良いサービスに努める。また、研修会等に積極的に

参加し専門知識や技術を習得する。 

   ウ 職員行動規範等に基づき、利用者の権利等を尊重し、安心で安全な生活ができるよう

サービス向上に努める。 

   エ 虐待防止委員会及び身体拘束適正化委員会を併置した権利擁護委員会を定期的に開

催し、安全に適切な支援が出来るよう努める。 

 （７） 危機管理 

   ア 防災訓練等を行うとともに、各種危機管理に努める。また、職員間で事故報告書、ヒ

ヤリ・ハット等の報告書による原因分析を行い、再発防止の徹底を図る。 

   イ 感染症や非常災害が発生時において、障害福祉サービスを継続的に提供できる体制

を構築するため、業務継続計画を必要に応じて見直す。 

   ウ 法人の感染対策委員会の方針に基づき、研修及び訓練を実施する。また、必要に応

じ事業所内で感染対策の検討を行う。 

   エ 個人情報取扱規程に基づき、その保護の徹底に努める。 

   オ 運転時の交通事故防止及び事業所内での施錠・火気等安全点検に心がける。 

 （８） 家族会 

   ア 事業所の運営状況等を積極的に情報開示し、運営への参画促進を図る。 

   イ 三工芸家族会研修等の機会を設け、福祉の動向等の理解を深めてもらう。 

（９） 地球環境問題 

   ア SDGs が掲げている国際社会共通目標の中で、湯之谷工芸として利用者や地域のため

に何をすべきか検討し、職員の意識を高めていく。 

   イ 環境や社会への責任を果たせるよう、小さな目標から取り組んでいく。 

 

Ⅵひろかみ工芸 

 １ 基本方針 

   生産事業では 10月から施設外就労を実施する。それまでに個別支援計画や送迎等必要な

書類や環境を整える。また、既存の作業だけでなく、利用者の社会参加と更なる工賃向上に

向け外部からの委託作業を積極的に受け入れる。 

食品事業では食材や物品等の価格高騰で収益を上げることが厳しい状況であることから、

４月より弁当価格を値上げする。そのためメニューの見直しや盛り付けを工夫するなどし、

顧客離れを防ぐ。また、小出地域の企業や学校関係に弁当の販売活動を行い減収にならない

よう努める。 

令和 8 年 3 月末で指定管理期間が満了となることから、第 4 期中期経営計画に令和 8 年

度以降の通所事業所の再編成について課題として掲げ、検討していく。 

 

 



 

 
 

  ２ 重点目標 

 （１）就労継続支援Ｂ型 

   ア 生産活動を通じ、働くことへの意欲・意識向上に努める。 

   イ 施設外就労を開始し、作業の効率化を図り、生産性を向上させ、更なる工賃向上を目

指す。  

 （２）生活支援 

   ア 家庭や関係機関と連携し、本人の意向に沿った自立した生活が送れるよう支援する。 

   イ 定期検診による疾病等の早期発見及び感染症の予防に万全を期す。 

 （３）地域福祉の推進 

   ア 地域の関係機関等と連携し、ボランティアの育成や教育実習等を積極的に受け入れ

る。 

   イ 地域行事への参加や地域資源の活用また施設設備の地域への提供を図ることにより

地域交流に努め、地域活性化の一翼を担う。 

 （４）サービスの質の向上 

   ア 職員研修の充実と業務に必要な資格取得に向け環境整備に努める。 

   イ サービス利用計画と個別支援計画との整合性や連携に留意する。 

   ウ 良質なサービスを提供するため、サービス評価に積極的に取り組み業務内容の明確

化と標準化に努める。 

   エ 虐待防止委員会、身体拘束適正化委員会、リスクマネジメント委員会にて職員のセル

フチェックを行い、問題点を明確にし、改善につなげる。 

 オ 虐待防止委員会及び身体拘束適正化委員会を併置した権利擁護委員会を定期的に開

催し、安全に適切な支援が出来るよう努める。 

 （５）危機管理について 

   ア ヒヤリ・ハット事例や事故報告を集計し、職員間で共有・協議の上マニュアルの整備

を行い、安心・安全な事業所運営を図る。 

   イ 解決については、苦情・意見の出しやすい環境づくりに努めると共に、迅速に対応し、

業務の改善に結びつける。 

   ウ 障害者虐待防止法及び障害者差別解消法、職員行動規範等に基づき、事業所全体で利

用者の権利擁護に取組み、更なる福祉サービスの向上を図る。 

   エ 個人情報取扱規程に基づき、その保護の徹底に努める。 

オ 感染症や非常災害が発生時において、障害福祉サービスを継続的に提供できる体制を

構築するため、業務継続計画を必要に応じて見直す。 

 （６）家族会 

ア 事業所運営への参画を促し、事業所と家族会との相互関係の活性化を図る。 

   イ 三工芸家族会研修等の機会を設け、福祉の動向等の理解を深めてもらう。 

 

Ⅶ またたびの家 

 １ 基本方針 

   利用者の意思や人格を尊重し、その自己実現が図られるよう一人ひとりのニーズに応じ



 

 
 

た福祉サービスの提供を行う。また、障害特性に配慮した作業支援、技術支援を行い、働く

ことを通じ「達成感」「責任感」を感じてもらう。 

   食品事業については、食品原材料の高騰に伴い弁当販売価格の値上げを行うが、引き続き

お客様の要望を取り入れながら品質の維持・向上、惣菜販売等に力を入れ、受託作業と併せ

工賃向上を図る。 

   地域交流室に併設している「カフェまたたび」の営業を通じ、地域貢献に繋がる活動を計

画的に行う。 

   グループホームの運営に関しては、今年度より義務化された地域連携推進会議の開催を

通して、入居者がその人らしく安心して暮らすことができるよう、施設と地域との連携を推

進し、事業運営の透明性を高め一定の質の確保に努めて行く。 

また、入居者の加齢に応じて、体調管理や健康状態の把握に努め、安定した利用の継続が

できるよう支援する。なお、介護度が進行している入居者に関しては関係機関との連携を図

り、介護施設への入所も検討する。 

 

 ２ 重点目標 

 （１） 就労継続支援Ｂ型 

   ア 受託作業の継続的安定化を図るとともに、食品事業における品質の維持・向上に努め

工賃収入の増額を目指す。 

   イ 生産活動を通じ、一人ひとりの特性に合わせた作業提供及び環境調整を行い利用率

の向上を目指す。 

   ウ 高齢化に伴う体力の低下、また、一人ひとりにあった体調面や心理面などにも配慮し、

日中活動の充実を図る。 

 （２）グループホームの適正運営 

   ア 入居者がその人らしく安心して暮らすことができるよう、地域連携推進会議を活用 

    しながら、地域との連携を推進し事業所運営に活かしていく。また、施設等や入居者に

関する理解の促進にもつなげていく。 

イ サービス管理責任者を中心に一人ひとりの意向やニーズを丁寧に聞き取り、生活支援

員や世話人、夜間支援員で情報の共有を図り、安定した居住生活が営まれることと、地

域で自立した地域生活を継続できるよう、きめ細かな支援に努める。 

ウ 短期入所の利用を迅速に行えるよう受入れ体制を整える。 

 （２） 生活支援 

   ア 家族や関係機関との連携を図り、基本的な日常生活や社会生活を可能な限り「自立」

できるよう支援する。 

   イ 顧問医や家族と連携し、利用者の健康管理に努める。 

 （３） 地域福祉の推進 

   ア 教育実習生及びボランティア等を積極的に受け入れ、地域との関わりを持っていく。 

   イ 弁当事業を活かし、高齢者世帯への配達など地域のニーズに合わせた取組みを行い、

見守りなど必要とされるサービスの提供を行う。 

   ウ 地域貢献活動やイベント等を活用した事業所の情報発信の取り組み及び、地域交流



 

 
 

室を開放することにより地域活性化の一翼を担う。 

 （４） サービスの質の向上  

   ア 虐待防止委員会及び身体拘束適正化委員会を併置した権利擁護委員会を定期的に開

催し、安全に適切な支援が出来るよう努める。 

   イ 外部研修を積極的に受講し、専門知識や技術の習得に努め、専門職員としての資質の

向上に努める。 

   ウ 利用者一人ひとりの主体性やプライバシーを尊重し、特性及び要望に基づいた支援

に努める。 

   エ 業務内容の明確化と標準化に努め、統一した支援を徹底する。 

 （５） 危機管理 

   ア 事故報告及びヒヤリ・ハット等の報告書による原因分析を行い、職員間で共有・協議

の上マニュアルの整備を行い、安心・安全な事業所運営に努める。 

   イ 個人情報取扱規程に基づき、その保護の徹底に努める。 

   ウ 利用者の行動特性を把握し、その特性に合わせた支援に努め事故防止を図る。 

   エ 感染症や非常災害の発生時において、障害福祉サービスを継続的に提供できる体制

を構築するため、業務継続計画を必要に応じて見直す。 

   オ 法人の感染対策委員会の方針に基づき、研修及び訓練を実施する。また、必要に応じ

事業所内で感染対策の検討を行う。 

   カ 設備、備品等は定期点検を実施し、安全管理に務める。 

 （６） 魚沼市精神障害者家族会（家族）との関わり 

   ア 家族会主催の行事や研修等への職員の積極的な参加を図る。また、事業所の活動を紹

介し、理解を深めてもらう。      

 

Ⅷ わかあゆ社 

 １ 基本方針 

   利用者一人ひとりの障害特性、ニーズに合わせた活動の機会を通じて、社会性や就労に必

要な知識、能力の向上のために必要な支援を行う。また、利用者の意思や人格を尊重し、常

に利用者の立場に立ったサービスの提供に努める。 

生産活動では安定した作業量・売り上げを確保し、工賃の向上を目指すとともに、地域貢

献の観点から関係機関と連携を図り地域ニーズに合わせた取り組みを積極的に行う。 

受託している清掃業務や外勤作業については事業所を離れた貴重な体験の場ととらえ、体

験を通じて就労への興味や意欲に繋げるとともに、継続して取組めるよう人材を育成する。 

指定管理事業所として地域福祉増進に努め、利用者が安心して通える環境が確保できるよ

う魚沼市との連携を図っていく。 

 

 ２ 重点目標 

 （１）就労継続支援Ｂ型 

   ア 安定した受注量を確保し、利用者への工賃向上を目指す。 

   イ 利用者が仕事への責任感、持続性、協調性を身につけられるよう、施設外作業を通じ



 

 
 

て多様な訓練の場を提供し、就労への意欲を高めるための支援を行う。 

   ウ 一般就労開始後、利用者との面談等を通じて精神面等の課題把握に努め、関係機関と

も連携しながら、職場定着につながるよう継続して支援を行う。 

   エ 障害特性等による個別支援が必要な利用者の増加に伴い、個室での対応やパーティ

ションなどを用いて作業に集中できる環境を整える。 

   オ 利用者の日中活動における精神衛生や満足度を高めることにより支援効果を上げる

ため、改築など施設の環境整備を行なう。 

 （２）生活支援 

   ア 利用者が安定、充実した地域生活を維持できるよう見守り、必要に応じて関係機関と

連携し支援する。 

   イ 利用者の健康状況を把握し、常に気を配り、日々の健康・衛生管理に努める。 

   ウ 面接・電話相談について職員間で情報を共有・連携し、常に対応できるよう体制を整

える。 

   エ ウイルス等の感染症の発生と拡大を防ぐため手洗いや消毒、マスクの着用、三密の状

況を避ける等、職員、利用者共に基本的な予防に務める。 

 （３）地域福祉の推進 

   ア 社会福祉協議会の配食サービス業務に参加し、高齢者の見守りなど必要とされる取

り組みを行う。 

   イ ウインドーの配達業務を活かし、学童保育や高齢者世帯への配達など地域のニーズ

に合わせた取り組みを行う。 

   ウ 地域の関係機関と連携し教育実習や職場体験学習の学生・生徒等を積極的に受け入

れ、障害に対する理解を深めてもらう。 

 （４）サービスの質の向上 

   ア 支援の難しい利用者が増えているため、専門的な研修会に参加し、職員の技術力・支

援力を高める。 

   イ 業務内容の明確化と標準化により支援の共通認識を図りサービスの向上に繋げる。 

   ウ 事業所の方針を周知し、職員全員が同じ目的を持って業務に取組む。 

   エ 共に歩む姿勢で、ニーズに合わせた支援と、一般就労に近い環境を整える。 

   オ 虐待防止委員会及び身体拘束適正化委員会を併置した権利擁護委員会を定期的に開催

し、安全に適切な支援が出来るよう努める。 

 （５）危機管理について 

   ア 火災・地震などを想定とした防災訓練と避難確保計画による洪水時の避難訓練を実

施し、利用者の生命・安全確保に努める。 

   イ ヒヤリ・ハット事例や事故報告をまとめ、職員で共有、協議の上マニュアルの整備を

行い、安心・安全な事業所運営に取組む。 

   ウ 苦情の際には速やかに対応し、職員間で対応方法を検討し、適切な支援が出来るよう

取組む。 

   エ 感染症や非常災害の発生時において、障害福祉サービスを継続的に提供できる体制

を構築するため、業務継続計画を必要に応じて見直す。 



 

 
 

   オ 法人の感染対策委員会の方針に基づき、研修及び訓練を実施する。また、必要に応じ

事業所内で感染対策の検討を行う。 

   カ 個人情報取扱規程に基づき、その保護の徹底に努める。 

 

Ⅸ 理事会、評議員会等開催計画 

 （１）理事会 

   令和７年 ４月 ８日（火）  第１回理事会 

   令和７年 ６月 ３日（火）  第２回理事会 

   令和７年 ６月２０日（金）  第３回理事会 

   令和７年１０月２３日（木）  第４回理事会 

   令和８年 ３月１０日（火）  第５回理事会 

 （２）評議員会 

   令和７年 ６月２０日（金）  定時評議員会 

   令和７年１１月１３日（木）  第１回臨時評議員会 

   令和８年 ３月２６日（木）  第２回臨時評議員会 

 （３）監査会 

   令和７年 ５月２９日（木） （令和６年度事業報告及び法人会計決算監査） 

 

 

 

 

 

 


